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研究要旨 

 内服薬処方せん記載の在り方検討会の報告書で示された処方箋記載の標準化に

ついて、その後の後発品使用推進策により、処方箋記載の中で医薬品名の記載方法

について２年毎に変更が行われている。現行のコード体系は製剤名を特定すること

を前提に設計がなされていることから、将来的に本格的に一般名処方（一般名ある

いは成分名を記載して、成分量を記載する）が実施された場合には、現行の前提が

大きく変化することになることから、制度の変更に左右されない処方箋記載につい

て検討し、かつそれに対応した医薬品マスタの在り方について検討を行った。 

 本格的な一般名処方に対応可能とする処方用医薬品マスタ（仮称）の作成と、そ

れらと現行の汎用医薬品コードのマッピングが必要となるためその作成に向けて、

成分名を中心とした基礎調査を行った。次年度にこの基礎調査結果に基づいて、成

果物を作成する予定である。 

                    

研究協力者 池田和之 奈良県立医科大学

附属病院薬剤部 

 

Ａ．研究目的 

 処方箋の記載に関しては、平成 21 年度に

厚生労働省に「内服薬処方せんの記載方法

に関する在り方検討会」が設置され、報告

書が出されている。本検討会では、処方せ

んの記載方法の標準化が図られ、「在るべき

姿」として提言がなされている。現状から

在るべき姿への移行に関しては、短期的方

策と長期的方策が示され、また、移行期に

おける記載方法も示されている。また標準

化された記載方法の実施時期については特

に定められておらず、各医療機関のリプレ

ースの際等に導入を検討することになって

いることから、全体的に進捗のスピードが 

 

 

 

 

遅い状況にある。 

 このような状況において、処方箋の電子

化は、報告書が求めている内容を実現する

ために極めて大きな契機となることは明確

であること、また、報告書が出された後に、

我が国が後発品使用推進のために、処方箋

記載方法に従来とは異なる方策がとられた

ことから、これら新たな記載方法の追加が

将来に及ぼす影響等を含め、今後２年以内

に開始されると思われる電子処方箋実現ま

でに克服すべき課題について検討を行う。 

 

 



Ｂ．研究方法 

 電子処方箋において課題となる以下の３

点について検討を行った。 

（１）後発品使用推進のための施策として

の一般名処方について 

 医師法施行規則第21条では、処方箋記載

の項目として、「薬名、分量、用法・用量」

等が求められている。検討会当時の保険局

の通知では「医薬品名は、原則として薬価

基準に記載されている名称を記載すること

とするが、一般名による記載でも差し支え

ないこと。」とされていたが、平成22年の

診療報酬改定において「一般名処方」の考

えが導入され、平成24年の改定において、

「医薬品名は、一般的名称に剤形及び含量

を付加した記載（以下「一般名処方」とい

う。）又は薬価基準に記載されている名称

による記載とすること。なお、可能な限り

一般名処方を考慮することとし、一般名処

方の場合には、会社名（屋号）を付加しな

いこと。」と「一般名処方」を原則とする

ように変更が行われている。現段階で行わ

れている「一般名処方」は本来の一般名処

方ではなく、経済的理由での変更が頻繁に

行われている。皆保険制度を維持するため

に経済で左右されることは止むを得ないが、

このように頻繁に変更が行われる方式に合

わせた記載方法は様々な弊害を生じる可能

性がある。そこで電子処方箋を前提にした

場合に論理的に一貫し、制度変更に惑わさ

れないあるべき記載方法について検討を行

った 

 

（２）本来の一般名処方が導入された場合

が医薬品コード等に及ぼす影響について 

現行の医薬品マスタはHOTコードにせよ、

YJコードにせよ製剤名を特定することを前

提として設計がなされている。しかしなが

ら（１）で検討を行った処方箋の記載のう

ち一般名（成分名）と原薬量（成分量）を

記載する方式を利用しようとした場合には、

現行の前提が全くことなることから、これ

らに対応するためには、新たに本来の一般

名処方に対応した医薬品マスタを新たに検

討することも一つの方策と思われる。そこ

で処方用医薬品マスタについて検討を行っ

た。 

 

（３）従来とは異なる用法の医薬品におけ

る処方記載方法に関する課題について 

 内服薬・外用薬については標準用法用語

集が日本薬剤師会、日本病院薬剤師会によ

り作成され、日本医療情報学会によりマス

タ化が図られている。今年度の本研究班に

より、注射薬を含んだ標準用法マスタの作

成のため、標準用法用語集が作成され、現

在日本薬剤師会・日本病院薬剤師会におい

てパブコメが募集されている。 

 一方、従来とは異なる用法の医薬品が登

場してきており、その中には、処方箋記載

方法が極めて複雑なものも存在する。その

ような製剤において、製薬企業が記載方法

のルールを確かめることなく、勝手にパン

フレット等で処方の方法について指摘して

いる場合があるが、限られたベンダーでの

み実行可能な場合もあるのが現状である。

そこで処方箋記載について注意が必要な医

薬品を調査し、それらの記載に関する課題

について検討を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）後発品使用推進のための施策として



の一般名処方について 

 オーダリングシステムが普及する以前は、

処方せんに一般名（成分名）を記載し、原

薬量（成分量）を記載することが広く普及

していた。オーダリングシステムにより、

成分を指定するのではなく、製剤を指定す

ることが当たり前のごとくなったが、この2

0年ほどで薬剤学の発展は同一成分であっ

ても、薬剤学的工夫による製剤が多数開発

され、副作用の発生頻度や効果に大きな影

響を及ぼしている。ただ、医学教育におい

ては薬理学についての講義はなされている

が、薬剤学が必須となっているわけではな

い。その意味では、製剤の選択は患者の状

況を考慮しながら、薬剤師が判断を行うこ

とを認めるべきではないかと思われる。と

なれば、医師は一般名（成分名）と成分量

を処方箋に記載あるいは製剤名を記載し製

剤量を記載することができる（現在の一般

名処方は製剤について一般名を含む形で表

記したものを記載し、製剤量を記載してい

る点で、現行とは似て非なるものである）

ような、そのような処方内容を患者に合致

した形で剤形等を薬剤師が決定することが、

経済原則で揺れてしまう制度に左右されな

い処方箋記載方法となると考えられる。そ

のような記載を行っても、医師法施行規則

に反する点は全くなく、経済的事由による

処方箋記載の変更も不要になると思われる。

このことは現段階で実施されている一般名

処方の問題点を解決する唯一の方法である

と思われる。 

 

（２）本来の一般名処方が導入された場合

が医薬品コード等に及ぼす影響について 

 現行で実施されている一般名処方の考え

が導入される以前は、医師が製剤を指定し、

薬剤師がそのまま調剤することを前提とし

て、即ち、処方情報と調剤情報の粒度が一

致していることを前提にただ一つの医薬品

マスタが存在してきた。しかし最近では処

方情報と調剤情報は内容的には一致してい

ても、表面的には一致していないことが当

たり前になってきた。このような状況の下

では、処方用の医薬品マスタを新たに作成

することが、将来的にも安定し、かつメン

テナンスが容易な方策であると考える。現

行使用されている一般名マスタは論理的に

無理がある。厚労省標準医薬品マスタであ

るHOTコードマスタは、本来調剤情報を正

確に反映させるために付与されたコードで

あり、画像情報やバーコードの基礎となる

唯一のコードである。前述のように後発品

使用推進策の進展により、処方情報と調剤

情報の粒度が異なることが明確になってき

たことは、処方用医薬品マスタの構築によ

り解決すると思われる。また、一般に普及

しているYJコードも製剤の指定を前提に

設計され、かつコードの構造に様々なロジ

ックを定めているため、一昨年からある領

域において使用する文字を使い切ってしま

ったため、そのロジック体制は破綻し、現

在は設計当初のロジックとは異なった形と

なっている。YJコードは作成されてから、

３０余年を経ていること、また、その間に

製薬企業の再編や薬価基準の粒度の頻繁な

変更が行われ、当初の設計時とは全く異な

る環境になってしまったことの影響を受け

てしまった結果である。 

そこで、今年度は現在薬価基準に収載され

ている医薬品について、処方用医薬品マス

タ試作の検討を開始した。手始めとして今



年度は現行の内服薬と外用薬を構成する成

分の調査を行ったが、次年度には取りあえ

ず、処方用医薬品マスタを完成させる予定

である。 

 

（３）従来とは異なる用法の医薬品におけ

る処方記載方法に関する課題について 

 検討会報告書が出された以降において、

最も複雑な処方箋記載が必要な医薬品はラ

ミクタール錠が挙げられる。また、ビスフ

ォスフォネート製剤では開発当初の連日服

用型から、週１回服用、月１回服用という

ように長期間作用型の製剤を出現している。

さらに今後糖尿病用薬でも１週間製剤が発

売予定となっている。ビスフォスフォネー

ト製剤をはじめとして週１回製剤や月１回

製剤は服用日を指定する記載で対応が可能

であるが、ラミクタールのように投与方法

が非常に複雑な医薬品のような場合には、

システムとしての検討が必要となってくる。

製薬企業がある医療機関で使用されている

システムでの入力方法をあたかも 全国統

一の入力方法であるかのごとく参考資料を

作成したため、ベンダーが異なる場合には

却って混乱招いている事態も発生している。

現行ではこのような特殊な用法の新薬が承

認された場合には、その時点で処方箋の記

載方法を標準化し、それを各ベンダーでど

のような入力方法となるのかを調査し、決

定をするような仕組みの構築が必要と思わ

れる。また、そもそも開発時即ち、治験段

階から標準用法マスタを意識した形での用

法を考慮するような仕組みの構築が必要で

あると考えられる。次年度については、こ

の具体的な方法についても検討を行う予定

である。 

 

Ｄ．考察 

 電子処方箋が実現する場合に、現行の処

方箋記載方法は、後発品使用推進策が思う

ように進展しないため、２年ごとに処方箋

記載方法、特に医薬品名の記載方法につい

て２年毎に変更がなされてきた。昨年の診

療報酬改定において、DPC病院において後発

医薬品が係数とすることが新たに導入され

たことから、今後は処方箋の記載方法で後

発品推進を図る方策はそれ程めまぐるしく

変更されることはないかもしれないが、電

子処方箋は処方箋記載の標準化を実施する

絶好の機会であることから、従来実施され

てきた経緯を踏まえつつ、電子処方箋実現

時に利用すべきマスタの在り方について基

礎的な検討を行った。 

 電子処方箋は開始されれば永遠に使用さ

れる制度であることから、手書き処方時代

とは異なった、また、保険制度に左右され

ない、医師法や医師法施行規則に準拠した

原理原則に基づいて対応を検討すべきであ

ることから、今回は現行制度で問題となっ

ている３点から検討を行った。次年度はそ

の成果物を完成すべく作業を進める予定で

ある。 

 

Ｅ．結論 

 変則的な一般名処方の導入や処方箋にお

ける医薬品名の記載について、２年ごとに

ルールの変更が行われていることに鑑み、

これらの経済的理由によるルールの変更に

左右されない処方箋記載の在り方について

検討を行った。今回の基礎的な検討結果を

活用し、次年度には成果物を作成すること

とする。 
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